大都市共闘が公務員部長交渉を実施　-2012年8月3日

　大都市共闘は2012年8月3日、総務省交渉を行った。総務省からは三輪公務員部長をはじめ植田公務員課長、堀井給与能率推進室長ら６人が、自治労からは自治労本部川本書記次長、石上総合組織局長ほか、大都市共闘から福島議長、吉田副議長、浅井副議長、比嘉副議長、上谷副議長、上野都市幹事らが出席した。

　冒頭川本書記次長のあいさつののち、福島議長が要請書を手交した後、重点項目6点について、総務省公務員部長から回答を受けた。

1.（2）地方財源の確保について

地方交付税については、必要な総額を安定的に確保していくことが重要であると考えている。そのために、交付税の別枠加算等の臨時的な対応というよりは、交付税率を引き上げることによって、安定的に確保するよう制度本来の運用に戻していくべきと考えており、平成24年度の概算要求もそのような事項要求をしたところであるが、残念ながら実現に至らなかった。

　国・地方ともに巨額の財政不足を抱えている状況であるので、直ちに実現するのは困難な状況であるが、今後とも交付税率引き上げによる交付税総額の安定的な確保を粘り強く主張し、実現に向けて努力していきたい。

一般財源の総額確保について、平成２４年度から２６年度の中期財政フレームに沿って、平成２３年度の地方財政計画の水準を下回らないよう、実質的に同水準を確保してまいりたいと考えている。

1.（3）地方交付税の改革について

平成２４年度においては、地方交付税総額を対前年比で0.1兆円増額確保し、地方の安定的な財政運用に必要となる一般財源を確保した。地方交付税については、大変厳しい地方財政の現状のもとで、また大変厳しい経済情勢を踏まえ、本来の役割である財源調整機能、財源補償機能が発揮されることが必要である。そのためにも地方税と併せて、安定的な財政運営に必要となる一般財源総額を適切に確保していくことが重要。特にご指摘の通り、大都市については、福祉行政など事務配分の特例などがあり、他の市町村に比べて財政需要額が多額になる大都市特有の財政需要があるので、的確な算定に努めている。

2.（2）人員の確保について

集中改革プランに基づく取組により、行政サービスや職員の士気への影響が生じているのではないかとの指摘もある。それぞれの地方自治体については、地域の実情に応じて行政需要の変化に対応したメリハリのある人員配置を行うなど、引き続き自主的に適切な定員管理に取り組むことが重要。私どもの通知等においても、地域の実情を踏まえて、自主的に適正に取り組むということに留意をしていただきたいという助言等をしたところ。

2.（3）退職手当制度の見直しについて

地方公務員の退職手当については、それぞれの地方公共団体の条例で定めることとされており、現在、基本的に国と同様の制度となっている。地方公務員の退職手当を含む手当の種類、内容などのいわゆる給与制度については、公務としての近似性、類似性を重視して、人事院など専門的な体制によって制度設計されている国家公務員の給与制度を基本とすることが望ましいと考えられる。今回、国家公務員の退職手当見直しにより制度改正が行われる場合に、これまで同様、地方公共団体においては改正内容を踏まえ、それぞれの団体の退職手当のあり方について検討が行われ、適切に判断されるものと考えている。総務省としては、国における検討結果を踏まえ、それぞれの地方公共団体に対して適切に助言を行っていきたい。

2.（4）地方公務員制度改革について

地方公務員制度改革については、これまでも、様々な機会を捉えて地方自治体の労使の関係者の方々と意見交換を行っている。5月に今般の地方公務員制度改革の全体的な考え方をまとめた「地方公務員制度改革について（素案）」を示したところである。総務省としては、この「素案」を土台として、地方自治体の労使の関係者の方々と様々な機会を捉えて、丁寧かつ真摯な協議を行い、法案の提出に向けて、できる限り早い時期に制度改革の内容を取りまとめたい。これについては、公務員連絡会地方公務員部会とも意見交換している。引き続き調整を進めたい。

2.（5）公務員の政治的行為の制限について

公務員の政治的行為の制限は、憲法が保障した基本的人権にも関わる問題である。大阪市においても「職員の政治的行為の制限に関する条例」の制定にあたり、議論されたと認識している。法例に違反した職員に対して懲戒処分を行うにあたっては、懲戒事由に該当すると認められる行為の性質や影響等、諸般の事情を総合的に考慮して、いかなる処分を選択すべきかということを任命権者の裁量的判断により決定すべきものである。地方公務員法に定める公正の原則等、関係する法令に従って、適切に運用していただきたい。

　これらの回答に対し、大都市共闘幹事は次のように発言した。

幹事）　2.（2）について、今回の大震災で、全国から復興支援のため職員が入っているが、残念ながら数が足りないのが現状だ。札幌市からは5人行っているが、要請に応えてもっと多く派遣したいと考えているがこれ以上派遣できない。被災地支援の立場で可能な範囲でこれからも情報提供等含めてお願いできる部分があればお願いしたい。

幹事）　2.（5）について、大阪市において「労使関係に関する条例」が可決制定された。この条例には多くの問題があり、便宜供与に関する条項も含まれている。組合事務所については、3月末をもって本庁の組合事務所の強制退去が実施されたところだ。また、他の自治体において一般的に広く認められている無給職免も廃止、会議室の使用も一切認めない、とされている。そもそも便宜供与は労使が主体的に協力して解決していく性格のものであり、労使対等、議会の労使関係への不介入の原則からして問題ではないか、と考えているが見解を。

幹事）　2.（3）の退職手当について、基本的に国と同じが望ましい、とのお話だったが国の平均額は27,071千円であるのに対し、名古屋市では平均24,657千円と240万くらい差があるのが実情だ。国家公務員については調整額による上乗せ分があることが影響しているのかもしれないが、民間と合わせるということだと、160万くらいの差となると思うが、そういった実情を踏まえた上での助言とし、すべて一律とならないようにしていただきたい。

　自治労からの発言に対し、公務員部長が以下の通り回答した。

それぞれのご発言を受けとめたい。１点、「大阪市労使関係に関する条例」の話があった。便宜供与の問題であるが、この条例の制定にあたって、どのような経緯や議論があったかは詳細を承知していない。一般論として、便宜供与は任命権者や施設管理者の裁量的な判断のもとで決定されるべきものと考えている。いずれにしても、地方公務員法の公正の原則等、基本的な考え方があるので、関係法令に従って適切になされるべきと考える。

最後に福島議長より「貴重な時間を頂いたことに感謝する。本日の要請書は前段政令市の横断組織である大都市共闘の幹事会を開き内容を精査したものであり、政令市の現状だということをご理解いただきたい。とりわけ財源確保・人員確保は質の高い公共サービスに欠かせないものである。理解とご協力をお願いしたい。最後に大都市制度に関する「特例法案」について、既存市町村を廃止して特別区を設置するかどうかは、住民の意思によって決定されるべきであることから、特別区設置の協議の申し出があった時は、地方分権を推進し、住民自治を拡大する立場で対応するよう要請する。」と発言し交渉をおえた。
